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岡山市新庁舎売店運営事業者募集要項 

（公募型プロポーザル方式） 

 

【運営事業者決定までのスケジュール】 

項   目 日   程 

ホームページ上公告掲載（募集要項等） 令和７年  ６月 ９日（月）～ ７月１８日（金） 

応募申込書（事前）の提出 令和７年  ６月 ９日（月）～ ６月１９日（木） 

応募申込書一式の提出 令和７年  ６月 ９日（月）～ ７月 ２日（水） 

質疑書の受付 令和７年  ６月 ９日（月）～ ６月２５日（水) 

質疑書に対する回答 令和７年  ７月 ２日（水） 

企画提案書一式の提出 令和７年 ７月 ３日（木）～ ７月１８日（金） 

応募者プレゼンテーション（※１） 令和７年  ７月２５日（金）（予定） 

審査結果の通知及び公表 令和７年  ８月下旬 

売店工事開始（※２） 令和８年  ６月上旬 

売店営業開始（※２） 令和８年１０月 １日（木） 

各提出物の期限は、以下のとおりとする。提出方法の詳細については、２頁目からの

各項目を参照。 

・電子メールの場合は、期日の午後５時までに送信後、午後５時１５分までに到達

確認の電話をすること 

・持参の場合は、期日の午後５時１５分までに持参すること 

なお、持参受付は平日午前８時３０分から午後５時１５分まで（正午から午後１

時までを除く）とする 

・郵送の場合は、書留・簡易書留及び配達記録郵便で、期日必着とする 

※１ 応募者多数の場合、日程を変更する場合がある 

※２ 新庁舎工事の進捗や災害等によって、時期が変更となる場合がある 

 

応募希望者は、この要項及び協定書（案）をよく読み、内容を十分に把握した上でご

参加ください。 

令和７年６月 

岡山市総務局総務部庁舎管理課 

電話：０８６－８０３－１１５２  
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この要項は、岡山市（以下「市」という。）が、令和８年度開庁予定の岡山市役所新

庁舎（以下「新庁舎」という。）に売店を誘致するにあたり、運営事業者を決定する方

法として公募型プロポーザル方式を採用するため、その内容について必要な事項を定め

るものである。 

 

１ 売店設置の目的 

市の行政財産を有効活用し、市民の利便性の向上や職員の福利厚生の充実を図るた

め、新庁舎内に売店を設置する。 

 

２ 参加資格条件 

（１） 令和７年６月９日現在、市内において売店（飲食品等を扱い、店舗面積１７

６．８７㎡以上であり、営業時間が１日１１時間３０分以上のセルフサービス

販売店）の営業を行っている法人であること。 

なお、フランチャイズの場合は、本部会社（フランチャイザー）が応募を行う

ものとする。 

（２） 地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167 条の 4及び岡山市契約規

則（平成元年市規則第 63号）第 2条第 1項に規定する者でないこと。 

（３） 国税及び地方税を完納していること。 

（４） 岡山市暴力団排除基本条例（平成 24年市条例第 3号）に定められている暴力

団又は暴力団員と密接な関係を有する者が経営、運営に関与してないこと。 

（５） 関係法令を遵守し、公序良俗に反せず、公共の場所の活用としてふさわしい

事業を営む者であること。 

 

３ 提示条件 

 

（１） 店舗物件概要 

・運営場所：新庁舎１階及び１５階売店（別紙１－２～１－６参照） 

１階及び１５階売店の両方を営業するものとし、片方のみの営業

は認められない。 

・住所：岡山市北区大供一丁目１番１号 

・面積：１階売店  １７６．８７㎡（設計上の面積。施工により、１㎡程度

前後する可能性がある） 

１５階売店 最大７０．００㎡（応募者の提案による。別紙３参照） 

※ 1 階及び１５階売店の他に倉庫等を貸し出すことは出来ないた

め、店舗内にバックヤード等を含んだ店舗計画とすること。 
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・建築・設備既存仕様：テナント工事区分表（別紙１－１）参照 

荷物の搬出入は、新庁舎南側荷物搬出入車駐車スペ

ースを利用すること。 

建築基準法（昭和 25年法律第 201号）他関係法令を

遵守すること。 

既設物に損傷を与えた場合は、現状復旧すること。 

＜参考＞ 

・勤務職員数：   約２，５００人（隣接する保健福祉会館含む） 

・来庁者数（想定）：約１，６００人／日 

・新庁舎内で売店以外の飲食機能として、カフェ（２階）の公募を予定し

ており、自動販売機も数か所（場所未定）設置予定である 

・閉庁日は以下のとおり 

土曜日、日曜日、祝日、１２月２９日から翌年１月３日まで 

・閉庁日、開庁日の０時から７時４５分及び１８時から２４時は、市民が

庁舎に立ち入ることが出来ない。（予定のため、変更になる可能性があ

る） 

その時間は、売店が入る１５階展望ラウンジについては、原則職員のみ

利用可能である。１階売店には新庁舎南側に面した出入り口があるた

め、誰でも利用可能である。 

 

（２） 使用許可可能期間 

令和８年６月１日から令和９年３月３１日まで。  

ただし、運営事業者の施設使用状況や実績を勘案し、当該行政財産の用途又

は目的を妨げない限度において、引き続き使用を許可することが市において適

当と判断した場合は、運営事業者からの更新申請に対し、１年度単位で更新を

行い、令和１８年３月３１日まで使用許可を更新できるものとする。 

また、当該期間は売店の開設に伴う工事、設備の設置、開店準備及び閉店に伴

う原状回復に要する期間を含むものとする。 

 

（３） 営業日及び営業時間、営業開始日 

・１階売店： 開庁日の７時３０分から１９時００分まで 

・１５階売店：開庁日の８時３０分から１７時１５分まで 

上記の時間は必ず営業を行うものとし、その他の時間及び閉庁日の営業につ

いては、応募者の提案により決定するものとする。 

営業開始日は令和８年１０月１日とする。（運営事業者の希望により、１０営
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業日前後の変更を認める。また、新庁舎工事の進捗や災害等によって、時期が変

更となる場合がある） 

 

（４） 売店使用料 

新庁舎１階及び１５階にて運営する売店の使用料金（以下「売店使用料」とい

う。）は、岡山市財産条例（昭和 39 年市条例第 27 号）の規定に基づき算出し

た行政財産の目的外使用料想定額（年額 ４０，０００円／㎡）を下限とし、応

募者の提案単価により決定するものとする。 

「１１ 協定書締結」に定める協定書締結後の売店使用料の改定は原則とし

て行わないが、行政財産の目的外使用料は毎年度算出するため、当該目的外使

用料の額が提案単価に基づく売店使用料を上回った場合は、当該目的外使用料

を売店使用料とする。 

なお、直近１０年の現庁舎の行政財産の目的外使用料は、対前年度比６８％

から１２８％で推移している。また、消費税率が引き上げとなった場合、売店使

用料も引き上げるものとする。 

＜参考＞ 

新庁舎での行政財産の目的外使用料想定額（４０，０００円／㎡）を用い

て売店使用料の年額を算出すると、以下のとおりとなる。 

１階： ７，０７４，８００円 （売店面積１７６．８７㎡） 

１５階：２，８００，０００円 （売店面積最大７０．００㎡の場合） 

 

（５） 経費負担  

建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）に定める避難安全検証にかかる費用

（参考：居室検証であれば１室あたり３０万円程度）、売店の設置に要する工事

費、使用した光熱水費、通信費、維持管理費、修繕費、廃棄物処理費その他運営

にかかる一切の費用は、運営事業者が負担するものとする。 

また、運営事業者が負担する経費のうち市に納入する経費（水道料金及び電

気料金）、「（４） 売店使用料」に定める売店使用料及び看板等設置にかかる

行政財産の目的外使用料については、市が発行する納入通知書により、その指

定する期日までに納入しなければならない。 

 

（６） 出店条件（設備等） 

「（１） 店舗物件概要」及びテナント工事区分表（別紙１－１）のとおり。

なお、新庁舎平面図等（別紙１－２～１－６）も参考とすること。 
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（７） 禁止事項 

運営事業者は、運営場所を売店営業以外の用途に供してはならない。 

 

（８） 原状回復及び返還 

運営事業者は、「（２） 使用許可可能期間」に定める運営期間が満了したと

き又は運営事業者として不適格であると市が認めたときは、運営事業者の負担

により原状回復させ、市が指定する期日までに返還しなければならない。 

 

（９） 損害賠償 

運営事業者が売店を運営するにあたり、市又は第三者に損害を与えたときは、

庁舎自体の瑕疵によるものを除き、全て運営事業者の責任でその損害を賠償し

なければならない。 

 

４ 売店運営に関する条件 

 

（１） 運営方法 

直営を基本とする。フランチャイズの場合は、本部会社（フランチャイザー）

による直営店舗又はフランチャイズ加盟店が運営する店舗とする。 

ただし、フランチャイズ加盟店が店舗を運営する場合、最終責任は、本部会社

（フランチャイザー）が負うものとする。また、この場合、加盟店の名称その他

市が必要とする情報が記載された、フランチャイズ契約書等の書類を、「１１ 

協定書締結」に定める協定書締結後に市へ提出しなければならない。 

 

（２） 販売品目等 

次頁の表の要件を満たす限り、基本的には運営事業者の企画提案によるもの

とするが、市から販売品の依頼があった場合には、店舗の運営に支障のない範

囲において協力しなければならない。 
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【新庁舎 1階売店での販売品目等】 

区  分 商  品  名  等 

販売必須品目 ① 弁当、パン、菓子類等食料品、飲料水 

② 文房具、日用品 

③ 岡山市のイメージキャラクターグッズ（別紙４参照） 

④ 収入印紙 

⑤ 切手、はがき、レターパック 

⑥ 岡山市粗大ごみ処理券、岡山市有料指定ごみ袋 

サービス 

必須品目 

① コピー機及び現金自動預け払い機（ＡＴＭ）の設置 

② 公共料金及び公金（市税、国民健康保険料等）の収納 

その他 

提案品目 

① キャッシュレス決済対応 

② 本市が取り組んでいる行政サービスへの協力 

（住民票等のコンビニ交付等） 

③ 郵便物等の取り扱い 

④ 職員の福利厚生に繋がるサービスなど 

販売禁止品目 ① アルコール類（市から販売要望のあったものは除く） 

② 公序良俗に反する出版物等 

③ その他市が不適当と認めたもの 

 

【新庁舎１５階売店での販売品目等】 

区  分 商  品  名  等 

販売必須品目 弁当、パン、菓子類等食料品、飲料水 

その他 

提案品目 

① キャッシュレス決済対応 

② 職員の福利厚生に繋がるサービスなど 

販売禁止品目 新庁舎 1階売店での販売禁止品目と同様 
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（３） 店舗外への看板等設置 

看板等の設置については別途、市と協議するものとする。看板等の設置場所

や内容については、岡山市屋外広告物条例（平成 7年市条例第 51号）、岡山市

広告掲載要綱及び岡山市広告掲載基準並びに関係法規を遵守すること。 

また、店舗外へ看板等を設置する場合、売店使用料とは別に、運営事業者は行

政財産使用許可の申請を行い、行政財産の目的外使用料を市に納めなければな

らない。 

 

５ 公募関係資料の入手方法 

岡山市ホームページ（事業者情報＞入札・契約＞その他の入札情報＞企画競争・そ

の他）からダウンロードすること。 

※ ＨＰアドレス 

http://www.city.okayama.jp/jigyosha/category/5-3-13-1-0-0-0-0-0-0.html 

 

６ 応募意思表明 

（１） 提出方法 

応募申込書（事前）（様式１－１）を添付し、電子メールにより提出すること。 

また、電子メール送信の約１５分後（平日午前８時３０分から午後５時１５

分まで。この範囲外の時間の場合、翌平日午前８時３０分以降速やかに）に、電

話にて電子メールの到達確認をすること。 

※ 岡山市総務局総務部庁舎管理課（担当：清水） 

電話番号 ０８６－８０３－１１５２ 

（２） 提出先 

電子メールの件名は「新庁舎売店応募申込書の提出」とすること。 

※ 岡山市総務局総務部庁舎管理課（担当：清水） 

メールアドレス choushakanri@city.okayama.lg.jp 

（３） 提出期限 

令和７年６月１９日（木） 

期日の午後５時までに送信後、午後５時１５分までに到達確認の電話をする

こと。 

 

７ 質疑書及びその回答 

公募内容に関する質疑がある場合は、次に掲げるとおり受け付ける。ただし、「６ 

応募意思表明」に定める応募申込書（事前）（様式１－１）を提出後、質疑書（様式

４）を提出すること。なお、審査に支障をきたす質問は受け付けない。 

http://www.city.okayama.jp/jigyosha/category/5-3-13-1-12-0-0-0-0.html
mailto:choushakanri@city.okayama.lg.jp
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（１） 質疑書提出方法等 

① 提出方法 

質疑書（様式４）を添付し、電子メールにより提出すること。 

また、電子メール送信の約１５分後（平日午前８時３０分から午後５時１５

分まで。この範囲外の時間の場合、翌平日午前８時３０分以降速やかに）に、

電話にて電子メールの到達確認をすること。 

※ 岡山市総務局総務部庁舎管理課（担当：清水） 

電話番号 ０８６－８０３－１１５２ 

② 提出先 

電子メールの件名は「新庁舎売店質疑書の提出」とすること。 

※ 岡山市総務局総務部庁舎管理課（担当：清水） 

メールアドレス choushakanri@city.okayama.lg.jp 

③ 提出期限 

令和７年６月２５日（水） 

期日の午後５時までに送信後、午後５時１５分までに到達確認の電話をす

ること。 

 

（２） 回答方法 

岡山市ホームページ（事業者情報＞入札・契約＞その他入札情報＞企画競争・

その他）へ掲載する。 

※ ＨＰアドレス 

http://www.city.okayama.jp/jigyosha/category/5-3-13-1-0-0-0-0-0-0.html 

ただし、セキュリティにかかる事項等、公表が憚られる回答の場合はホーム

ページへ掲載しない場合がある。その場合、応募申込書（事前）提出者全員に電

子メールで同一の回答を送付するため、choushakanri@city.okayama.lg.jpから

の電子メールが受信できる環境を整えておくこと。 

 

８ 応募方法等 

「６ 応募意思表明」に定める応募申込書（事前）（様式１－１）を提出後、応募申

込書一式を提出すること。 

質疑書に対する回答を確認した後に企画提案書一式を提出すること。なお、プレゼ

ンテーションには、必ず出席をすること。 

 

  

mailto:choushakanri@city.okayama.lg.jp
http://www.city.okayama.jp/jigyosha/category/5-3-13-1-12-0-0-0-0.html
mailto:choushakanri@city.okayama.lg.jp
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〇提出書類 

 

 【応募申込書一式】 

① 応募申込書（様式１－２） 

② 応募に係る誓約書（様式２） 

③ 岡山市暴力団排除基本条例に係る誓約書（様式３） 

④ 商業登記事項証明書の履歴事項全部証明書の写し（発行後３ヶ月以内のも

の） 

⑤ 印鑑証明書 

⑥ 定款（最新のもの） 

⑦ 企業概要（会社パンフレット等） 

⑧ 税を完納していることを示す証明書｛国税及び地方税（岡山市税及び岡山

県税）｝（発行後３ヶ月以内のもの） 

⑨ 経営状況を示す書類（損益計算書・貸借対照表・販売費及び一般管理費内訳

書・株式資本等変動計算書）（過去３か年分）（フランチャイズの場合は、本

部会社（フランチャイザー）のものとする） 

⑩ 「２ 参加資格条件」の（１）に定める、売店営業の実績が分かる書類 

 

 【企画提案書一式】 

① 売店使用料及び１５階売店使用面積提案書（様式５） 

② 企画提案書（様式６－１） 

③ 企画提案用説明資料（様式６－２）８部 

※ 令和７年７月２日（水）に岡山市ホームページ上に公開する（場合によ

っては電子メールで送信する）質疑書に対する回答及び企画提案用説明

資料に求める内容（別紙２）を熟知したうえで作成すること。また、「４

－（２） 販売品目等」に定める販売品目等で必須としているものや基本

的な店舗情報に関しては簡潔に記載し、独自の提案内容を重点的に記載

すること。 

④ 企画提案用説明資料のデータ 

岡山市新庁舎売店等運営事業者選定委員会（以下「委員会」という。）での

円滑な事業者選定作業のため、企画提案用説明資料のデータも求める。 

委員会の内部資料に使用するため、データ形式は「.docx」「.xlsx」「.pptx」

等、Word・Excel・PowerPoint（Office2019）で編集できる形式で提出するこ

と。 

なお、提出されたデータは、委員会の内部資料にのみ使用する。「１３ そ
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の他」の（２）に定めるように、応募者との協議なく公表資料としては使用し

ない。 

 

【以下、応募申込書・企画提案書共通事項】 

（１） 提出方法 

持参又は郵送により提出すること。企画提案用説明資料のデータ（企画提案

書一式の④）は、電子メールにより提出すること。 

※ 持参の場合は、平日午前８時３０分から午後５時１５分まで（正午から午

後１時までを除く）に持参すること。 

※ 郵送の場合は、書留・簡易書留及び配達記録郵便に限る。なお、郵便事故

について市は責任を負わない。 

※ 電子メールの場合は、電子メール送信の約１５分後（平日午前８時３０分

から午後５時１５分まで。この範囲外の時間の場合、翌平日午前８時３０分

以降速やかに）に、電話にて電子メールの到達確認をすること。 

 岡山市総務局総務部庁舎管理課（担当：清水） 

電話番号 ０８６－８０３－１１５２ 

（２） 提出先 

① 持参又は郵送での提出物（応募申込書一式の①～⑩、企画提案書一式の①

～③） 

〒700－8544 岡山市北区大供一丁目１番１号 本庁舎４階 

岡山市総務局総務部庁舎管理課 

※ 郵送の場合は、「新庁舎売店応募申込書在中」又は「新庁舎売店企画提

案書在中」と朱書きすること。 

② 電子メールでの提出物（企画提案書一式の④） 

電子メールの件名は「新庁舎売店企画提案用説明資料データの提出」とする

こと。 

※ 岡山市総務局総務部庁舎管理課（担当：清水） 

メールアドレス choushakanri@city.okayama.lg.jp 

（３） 提出期限 

応募申込書一式：令和７年７月 ２日（水） 

企画提案書一式：令和７年７月１８日（金） 

※ 持参の場合は、期日の午後５時１５分までに持参すること。 

※ 郵送の場合は、期日必着とする。 

※ 電子メールの場合は、期日の午後５時までに送信後、午後５時１５分まで

に到達確認の電話をすること。 

mailto:choushakanri@city.okayama.lg.jp
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（４） 辞退 

応募申込書を提出後に企画提案書を提出しない場合、又は企画提案書を提出

後に選定を望まない場合は、速やかに市へ連絡を行った上で、辞退届（様式７）

を提出すること。なお、選定後の辞退は認められない。 

（５） その他注意事項等 

① 申込書類提出後の修正及び加除は一切認められないため、本募集要項及び

質疑書に対する回答などを十分確認のうえ提出すること。 

② 本件の申込みに要する費用は、全て応募者の負担とする。 

 

９ 審査及び事業者選定 

 

（１） 審査体制 

委員会で審査を行い、最適提案者及び次順位の提案者を選定する。 

 

（２） 審査方法 

① 委員会は、提出書類及び提案者のプレゼンテーションにより、「（４） 

審査項目及び配点」に定める審査項目について審査を行う。 

② プレゼンテーションの出席者は、責任者を含む３名以内とする。 

なお、説明は全て提出済みの企画提案用説明資料に基づき行い、追加資料

の提出及び機材（プロジェクター等）の使用はできない。 

③ 委員会は、評価基準をもとに２５０点満点で審査し、その合計得点により

最適提案者及び次順位の提案者を選定する。 

なお、一定の評価（合計得点の６割）に達する提案者がいない場合は、適

切な事業者なしと判断し、再募集を行うものとする。 

 

（３） プレゼンテーション実施 

プレゼンテーションの時間は１事業者につき２０分程度とする。 

その後に提出書類及びプレゼンに関する質疑応答を１０分程度行うものとす

る。（合計３０分程度） 
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（４） 審査項目及び配点 

審査項目 配点 

店舗全体に 

かかる提案 

安定的かつ継続的な店舗経営 40点／250点 

岡山市新庁舎売店としてのふさわしさ 20点／250点 

１階売店提案 60点／250点 

１５階売店提案 100点／250点 

１階売店使用料 20点／250点 

１５階売店使用料及び使用面積 10点／250点 

 

１０ 審査結果の通知及び公表 

審査結果については、提案者全員へ書面により通知を行う。 

また、岡山市ホームページ（事業者情報＞入札・契約＞その他の入札結果＞令和

７年度企画競争・その他）へ掲載する。 

※ ＨＰアドレス 

http://www.city.okayama.jp/jigyosha/category/5-3-14-61-0-0-0-0-0-0.html 

 

１１ 協定書締結 

委員会で最適提案者を選定し、総務局土地建物等活用事業審査委員会により運営

事業者としての適格性の審査を行ったうえで、提案内容を反映した協定書を最適提

案者との協議により作成及び締結することにより、運営事業者として正式に決定す

るものである。 

よって、最適提案者は、選定後速やかに協定書締結に向けて市と協議し、協力す

ること。また、市の指示に基づき、行政財産使用許可の申請も行うこと。 

なお、最適提案者と協議が整わない場合又は失格項目に該当した場合には、次順

位の提案者と協議を行うこととする。 

 

１２ 応募者の失格 

下記のいずれかに該当する場合は失格とする。運営事業者と決定した後であって

も、該当するに至った場合には、運営事業者としての資格を失うものとする。 

なお、これにより応募者（運営事業者）に損害又は損失が生じても、市は、その

賠償又は補償の責任を負わない。 

① 申込期間内に必要な書類を全て提出しなかった場合 

② 提出書類に虚偽又は不備があった場合 

③ 正当な理由なく、プレゼンテーションに参加しなかった場合 

http://www.city.okayama.jp/jigyosha/category/5-3-13-1-12-0-0-0-0.html
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④ 審査の公平性を害する行為があった場合 

⑤ 応募資格を満たしていない、又は満たさなくなったことが判明した場合 

⑥ 1階又は１５階売店いずれか一方のみの営業とするなど、1階及び１５階売

店の両方を営業しない場合 

⑦ 売店使用料の事業者提案額が、新庁舎での行政財産の目的外使用料想定額を

下回っている場合 

⑧ 「４－（２） 販売品目等」に定める販売品目等で必須としているものを取

り扱わない場合 

⑨ 売店運営に関し法令上必要な免許、許可、登録等を受けていない場合 

⑩ その他この要項に定める事項に反し、又は著しく社会的信用を失う行為等に

より、運営事業者としてふさわしくないと市長が判断した場合 

 

１３ その他 

（１） 提出書類で用いる言語は日本語、通貨は円とし、税込み表示とすること。

また、計量単位は、特別の定めがある場合を除き、計量法（平成 4年法律第

51号）に定めるものとする。 

（２） 提出書類の著作権は、応募者に帰属する。ただし、市長が本案件に関する

報告、公表等のために必要であると認めた場合は、応募者と協議の上、提出

書類の内容を無償で使用できるものとする。 

（３） 提出された書類は、岡山市情報公開条例（平成 12年市条例第 33号）の規

定に基づき開示請求されたときは、開示することにより当該法人の権利、競

争上の地位その他正当な利益を害するおそれのあるものを除き、開示の対象

となる。ただし、選定期間中は、同条例第 5条第 4号イの規定により、開示

の対象とはならない。 

（４） 提出された書類は、一切返却しない。 


